
UPZ内住民の一時移転等

UPZ
（概ね5km~30km）
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 ＵＰＺ内関係市町が作成した避難計画に基づき、住民の一時移転等を行う。

 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果や、避難経路や避難先の被災状況等、何らかの理由で予定していた避難先が使用出来ない
場合には、宮城県は関係市町と調整して、他の避難先の調整を行う。

 なお、ＵＰＺ内において、道路等が通行不能な場合の復旧等の対応は「４．ＰＡＺ内の施設敷地緊急事態における対
応」のとおり。
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【凡例】

：栗原市（女川町ＵＰＺの避難先）

：県内２７市町（石巻市ＵＰＺの避難先）

：県内５市町（東松島市ＵＰＺの避難先）

：登米市（石巻市、南三陸町、登米市の各ＵＰＺの避難先）

：涌谷町（町内避難）

：美里町（町内避難）

：南三陸町（登米市へ避難）

：女川町ＵＰＺ

：石巻市ＵＰＺ

：東松島市ＵＰＺ
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国の対応体制

 女川町及び石巻市において震度５弱以上の地震の発生を認知した場合（警戒事態の前段階から）、原子力規制庁及び内閣府（原子力防災担当）
の職員が参集し、女川暫定ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ及び原子力規制庁緊急時対応ｾﾝﾀｰ（ERC）に原子力規制委員会・内閣府合同情報連絡室を立ち上げ、情
報収集活動を開始。

 警戒事態に至った場合、原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同警戒本部に移行し、現地への要員搬送や緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの準備を開始。
 施設敷地緊急事態に至った場合、原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同対策本部の設置及び関係省庁事故対策連絡会議を開催し対応。

また、内閣府副大臣及び国の職員を現地ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ等へ派遣。
 全面緊急事態に至った場合、原子力災害対策本部及び原子力災害現地対策本部を設置するとともに、県・市町等のﾒﾝﾊﾞｰからなる合同対策協議

会を開催し、相互協力のための調整を行いつつ対応。
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原子力事業者

住民

関係市町

防護措置の指示
住民広報
避難誘導 等

宮城県
現地本部

緊急時モニタリングセンター

関係市町
連絡員

・異常事態の通報義務
・要員派遣 緊急事態応急対策活動

原子力災害現地対策本部
本部長：内閣府副大臣

関係省庁要員が緊急時に参集

原子力災害対策本部
本部長：内閣総理大臣

副本部長：内閣官房長官、原子力防災担当大臣
原子力規制委員会委員長 他

合同対策協議会により、必要な情報共有と応急対策を実施

宮城県
災害対策本部

被災者の
救援等の支援

要請

・住民広報や避難計画に基づ
き避難・屋内退避等を実施

○実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）
○指定公共機関（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 等）
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※女川地域のｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰは東日本大震災により全壊し、再建の途上にあることから、暫定的に女川暫定ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰで運用中。

女川暫定ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ（仙台市）（旧宮城県消防学校）※
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合同対策協議会

せんだいし

おながわ おながわ


	スライド番号 10

